
第２期教育振興基本計画で目標とされている水準  

● 教育用PC1台当たりの児童生徒数３．６人 

①コンピュータ教室４０台 

②各普通教室１台、特別教室６台 

③設置場所を限定しない可動式コンピュータ４０台 

● 電子黒板・実物投影機を（１学級あたり１台） 

● 超高速インターネット接続率及び無線LAN整備率１００％ 

● 校務用コンピュータ 教員１人１台 

● 教育用ソフトやICT支援員等を配置 

教育のＩＴ化に向けた環境整備４か年計画（平成26～29年度）の所要額（６，７１２億円）のイメージ 

教育のＩＴ化に向けた環境整備 
● 教育用コンピュータ・・ 不足台数約146万台の新規導入及び既存分約191万台に係るリース費用 

● 電子黒板・・・・・・・ 不足台数約40万台の整備及び既存分約1万台の更新に係る費用 

● 実物投影機・・・・・・ 不足台数約33万台の整備及び既存分約1万台の更新に係る費用 

● 無線ＬＡＮの整備・・・ 未整備約38万教室に係る費用 

● インターネット接続費用 

● 教員の校務用コンピュータ・約95万台のリース費用 

学習用ソフトウェア 
● 学習用ソフトウェアの整備 等（教育用コンピュータ新規導入・更新に伴うもの） 

ＩＣＴ支援員 
● 支援員の配置費用 等（情報処理技術者委嘱を含む） 

幅広いＩＣＴ環境整備に活用することが可能 

都
道
府
県 

高等学校費 ４２４万円 600人程度 

特別支援学校費 ５７４万円 35学級 

市

町

村 

小学校費 ５６４万円 18学級 

中学校費 ５６３万円 15学級 

※上記は平成26年度の単位費用積算から試算した標準的な所要額（単年度）。実際の基 
  準財政需要額算定に当たっては、測定単位の数値を割り増しするための補正がある。 
※別途、「情報処理技術者委嘱事業」については、「県・その他教育費」において、地方財 
  政措置が講じられている。 

 １校当たりの財政措置額 電子黒板 

学習用ソフトウェア 

書画カメラ(実物投影機) 

無線ＬＡＮ 

コンピュータ 

21世紀にふさわしい学校教育を実現できる環境の整備を図るため、第2期教育振興基本計画（平成25年6月14日閣議決定）で目標とされ 

ている水準の達成に必要な所要額を計上した「教育のＩＴ化に向けた環境整備4か年計画（平成26～29年度）」に基づき、平成29年度まで 

単年度1,678億円（4年間総額6,712億円の地方財政措置）が講じられることとされています。 
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 （参考） 教育のＩＴ化に向けた環境整備４か年計画（平成26～29年度） 
平成29年度まで単年度１,６７８億円（4年間総額6,712億円） 


